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保険者機能強化推進交付金

自治体が行う自立支援・重度化防止の取組に対し、

評価指標の達成状況に応じて国から交付金を交付するもの。

成果指向型配分枠

今年度交付分から「成果指向型配分枠」が新設（R07.02.05厚労省通知）

データ・ロジックモデルを活用した実効性あるＰＤＣＡサイクル推進の観点から特に優れた自治体に交付される

全国で１５市町村（高齢者人口１０万人以上の自治体のうち３市町村）のみが対象

１．保険者機能強化推進交付金 成果指向型配分枠について

本市が進める研究事業及び短期集中予防サービスにつきエントリー

→ 交付対象として選出された（R07.03.24通知）。
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交付金額

116,762千円（10割補助）

１．保険者機能強化推進交付金 成果指向型配分枠について

参考：全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（令和7年3月）より抜粋

④交付金の有効活用について

令和５年度の調査研究事業におけるアンケート調査では、一部の市町村において、新規事業若しくは既存事業の拡充に本交付金を活用しておら

ず、その理由として「具体的な取組のアイディアを見出すことができなかった」とする回答が最も多く挙げられていた。

保険者機能の強化によって交付金を得て、さらに保険者機能を強化する取組を推進するといったPDCA サイクルによる好循環を生み出すことが

重要であり、

・ 評価指標に基づく得点が低い分野における取組状況の改善や、

・ 評価指標に基づく得点が高い分野において、

今後の地域ニーズの変化などを踏まえつつ、さらなる取組の充実などを図ることに対し、本交付金を活用していくといった視点が重要である。



２．プロジェクト立案の背景
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◆ 自治体の歳入減と歳出増（いわゆる「ワニの口」）

上あご（歳出）・・・高齢化に伴う社会保障費増加が強く影響

下あご（歳入）・・・総人口及び生産年齢人口減少が強く影響

◆ 介護予防・社会参加促進は、この両方に効く貴重な「投資分野」

上あご（歳出）・・・要介護リスク低下や高齢者の地域参加で社会保障費の伸びを抑える

下あご（歳入）・・・高齢者の就労やヘルスケア産業の活性化により、地域経済の好循環へ

高齢者の元気が地域の元気に直結する時代



２．プロジェクト立案の背景
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一方で、多くの自治体の介護予防事業は「焼け石に水」問題に直面

一般的な介護予防教室やイベントでは、

参加者数（実人数）は高齢者15万人のうち１００人、１０００人が限界。

健康無関心層へのアプローチも難しい。

→ 99％以上に手が届いていないのではないか。

さらに、「水をかけて石は冷えたのか」の問題も

介入（対象者の事業参加）と結果（要介護になる／ならない）の因果関係が検証できていない。
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脱「焼け石に水」に向けた取り組みの全体像

① てくポ ② ＳＯＦＴ

要介護予備軍の対象者を確実に把握し、暮らしを取り戻す支援をする

ハイリスクアプローチ

限られたコストで、健康無関心層も含む多くの高齢者を対象にできる

ポピュレーションアプローチ

④ 短期集中予防サービス

③

ＥＢＰＭ
プラット
フォーム

要介護リスクや

医療・介護費を評価

３．各研究事業概要
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脳と体の健康習慣をポイントで応援

◆ (株)べスプラが無料で公開している「脳にいいアプリ」がベース

◆ 歩く・食べる・脳トレ、ボランティア・イベント参加でポイントが貯まる

◆ フレイル予防の３本柱「身体活動・栄養・社会参加」を楽しく・お得に習慣化

貯めたポイントは地域のお店やQRコード決裁で利用可能

市内の協力店（現在約5０店舗）で使用するほか、PayPayへの換算も可能

概要３-① てくポ



登録者数など

2025年３月末日現在 登録者12,765名
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累計登録者(各月末時点）

約4割が男性

約6割が74歳以下
従来の介護予防事業のスキマ

３-① てくポ



ウェルネスプラットフォーム（ＷＰＦ）構想３-① てくポ

健康習慣 ポイント付与
サービス・

イベント等紹介
サービス利用
イベント等参加

データ
活用

運営費用

てくポユーザー 対象：市内在住の60歳以上

歩数 食事 脳トレ

てくポ ～毎日の健康習慣でポイント獲得～

イベントや
ボランティア

ＷＰＦ ～様々な企業が健康づくりを手助け～
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アプリには、活動データ（歩数・歩行速度、脳トレ、食事）が自動で蓄積されるほか、体重等の記録も可能。

これらのデータから、一人ひとりの健康づくりに資するサービスを紹介し、広告費を得る仕組みを構築する。
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通いの場づくり事業が直面していた壁

・ 運営者の負担が大きく、立ち上げや持続が困難 → 参加者数が頭打ちに

・ 必ずしも介護予防につながる活動が行われるとは限らない

そこで、プロのインストラクターと通いの場をオンラインでつなぐ「ＳＯＦＴ」に着目。

• 明治安田厚生事業団体力医学研究所（戸吹町）が開発

• ベースとなったプログラム（有酸素運動や筋力トレーニングな

ど）も含め、実施効果えを研究所で検証済み

• 双方向のやり取りを楽しめるリアルタイム配信と、時間を選ば

ない録画配信の2つの参加方法

ＳＯＦＴ（スローオンラインフィットネス）とは

背景と概要３-② ＳＯＦＴ
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単に「健康にいい活動」だけなら数多くあるが・・・

ＳＯＦＴは

「一度に多くの高齢者に対し、エビデンスのあるプログラムを提供可能」

「多くの方が楽しめるコンテンツが配信され、通いの場企画の負担が軽い」

といった利点がある。

脱「焼け石に水」に必要な拡大・持続可能性や費用対効果を期待

ＳＯＦＴに着目した理由３-② ＳＯＦＴ
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◆ 令和５年度までは、体研が独自に各圏域の高齢者あんしん相談センターや保健福祉センターと連

携してＳＯＦＴの普及・運用を実施。

◆ 令和6年度に、市（高齢者いきいき課）と体研が共同研究協定を締結し、本格的な普及に向けた

取り組みを加速。

◆ 令和6年度末時点で、サロンや自主グループを含め約50か所で実施されている。

◆ 令和１０年度までの５年間は重点実施期間として体研が主なコストを負担しながら事業を実施。

市と体研の共同研究として地域に根付かせるための仕組み（＝実装戦略）を開発していくととも

に、事業実施による効果を検証する。

◆ 研究・検証の結果、

「ＳＯＦＴ推進による介護予防効果が人件費を含むコストを上回る」と確認でき

れば、以降は市が事業の運営主体となり、地域での持続的普及を進めていく。

これまでの状況と今後のスケジュール３-② ＳＯＦＴ
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介入と結果の因果関係を説明することが困難

◆ 事業に参加しているから元気なのか、元気だから事業に参加しているのかがわからない。

◆ 介入（事業参加）から結果（要介護になる／ならない）までに時間を要し、

また結果に影響する他の要因も無数にある。

◆ 事業アウトカム（例：介護費削減効果）の定量評価を

高いエビデンスレベル（右表レベル３該当）で行うには、

個別に研究機関への委託等が必要

エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルを日常的に回していくことが困難

背景：介護予防分野におけるＥＢＰＭの難しさ３-③ ＥＢＰＭ ＰＦ



【参考】 事業効果推計のイメージ３-③ ＥＢＰＭ ＰＦ
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例：２０２０年～2023年の３年間における体操教室の介護予防効果分析

１ 医療・介護データと、教室で取得した運動量などのデータを、匿名化した状態のまま結合。

２ 2020年から2023年に教室に参加した1,000人についてデータを取得（グループA）

３ 2020年時点の年齢・性別、健診結果等がグループAと同様になるように、別の1,000人を選定（グループB）

４ 2023年時点で、グループAとBそれぞれの要介護者の割合を比較。

５ さらに、各グループで３年後に要介護になる方が何人いるか、介護費がいくらになるかを推計。

６ 両グループの予想介護費の差が３年間の事業による効果となり、費用対効果を数値化できる。

サービス
利用者

サービス
非利用者

2020 2023 2026

これを実現するには、「安全なデータ連携」×「AIを使った高精度の分析」が必須！



これまでの取組と今後のスケジュール３-③ ＥＢＰＭ ＰＦ
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◆ 令和４年度までは都補助金により㈱日立製作所が研究を実施（本市は協力団体として参加）

◆ 令和５年度より、市が主体となり㈱日立製作所への業務委託により研究を継続

※ 財源はてくポと合わせて東京都の「子供・長寿・居場所区市町村包括補助事業補助金」を活用。

◆ 令和５～６年度に、具体的な要件整理や推計モデル構築を実施

◆ 令和7年度は、プロトタイプ構築とシステム試用・改善等を実施

◆ 本市独自での実装可能性検討と並行して、広域連携基盤としての活用を検討している



介護が必要な状態

落ちたら
戻るのが大変

今日も
好きなことを
楽しもう

体の機能を維持する

健 康
心や体が弱っている状態（フレイル）

※事業対象者・要支援者など

どの道を
選ぼうか… 暮らし方を見つめなおす暮らし方を見つめなおす

心
や
体
、
生
活
に
お
け
る
機
能 

面倒なことを代わりにやってもらう

望む暮らしの再獲得（リエイブルメント）の考え方
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リハビリ専門職による面談により、利用者自身の「本当の望む暮らし」を改めて確認したうえで、

利用者が自ら望む暮らしを維持できるような習慣を身に着けるよう支援する。

「やってあげる」のサービスではなく、「やってみよう！」のコーチングが基本的な考え方。

短期集中予防サービス

対象層を確実にサービスにつなげるため

・アウトリーチ（後期高齢者悉皆調査を活用した
高リスク者への包括職員訪問）

・インテーク（リハビリテーション専門職の
アセスメント同行による改善可能性評価）

を組み合わせて実施。

短期集中
予防サービス

３-④
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３．各研究事業概要

まとめ 各アプローチの組み合わせで目指すもの

要介護フレイル元気～プレフレイル

生活機能 （ 高 → → → → → → → → → → 低 ）

人
数

従来

ポピュレーションアプ
ローチは少数の健康
関心層にしか届かない

リスク者が多すぎて
ハイリスクアプローチで
カバーしきれない



人
数
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３．各研究事業概要

要介護要介護

将来像

「山」を左に動かす
ポピュレーション
アプローチ

元気～プレフレイル フレイル

ターゲットを
確実にとらえる

ハイリスクアプローチ

高齢者QOL↑
介護コスト↓
介護人材需要↓

各アプローチの効果検証やハイリスク者の抽出など、ＥＢＰＭ視点からの下支え

① てくポ ② ＳＯＦＴ
④ 短期集中
予防サービス

③ＥＢＰＭプラットフォーム



20

４．立案・実行にあたって重視したこと

ビジョンに基づくゴール設定

◆ 「今までどうしてきたか」ではなく、「どうなったら成功なのか」から出発

前提として、データと現場感覚の両面から地域の課題を分析することが重要。

ロジックに基づくルート設定

◆ 目的達成までのプロセスを示す「ロジックモデル」と、各プロセスの達成を計測する指標を設定

立案段階

協創の視点・・・・・・「何がしたいか」「市役所に何ができないか」を示して外から知恵や技術を求める

持続可能性・・・・・・事業規模が拡大しても、補助金等がなくなっても続けられる事業デザインを意識

展開可能性・・・・・・多くの自治体が悩んでいる課題であるほど、補助金やパートナー獲得につながる
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【参考】 エントリー時に添付した

  各事業のロジックモデル

４．立案・実行にあたって重視したこと
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４．立案・実行にあたって重視したこと

エビデンスに基づく進捗管理

◆ アウトプット・アウトカム指標を随時分析し、ロジックモデルそのもの（想定した論理関係）も検証

例：計画どおりにイベントを開催したら本当に高齢者の社会参加率が上がるのか。

スモールＰＤＣＡサイクルを事業レベルで回す

◆ すぐに測定可能な初期アウトカムの設定がキモ

◆ 所管が個々に設定・運用する必要があるため、前提として「ＥＢＰＭリテラシー」の底上げが必須

先発の利を生かす・・・・・・・・・・・  前例がないからこそ補助金・パートナー獲得に有利  ニュースバリューも増す

小さく始め、大きく巻き込む・・・ ステークホルダーが少ないうちに試行錯誤を繰り返す

事業規模が拡大することで、企業や地域の連携メリットが増えることも

実行段階


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22

